
◆
狭
山
市
駅
西
口
駐
車
場
条
例
（
継

続
審
査
）

継
続
審
査
へ
の
反
対
討
論

　

高
橋
ブ
ラ
ク
ソ
ン
久
美
子　

議
員

◆
産
業
労
働
セ
ン
タ
ー
条
例

Q　
な
ぜ
、指
定
管
理
者
制
度
に
す

る
の
か
。

A　
今
後
、商
業
・
観
光
振
興
、就
労

支
援
な
ど
を
担
っ
て
も
ら
う
の
で
、

そ
れ
に
適
し
た
事
業
者
を
指
定
管
理

者
に
お
願
い
し
た
い
と
考
え
て
い
る
。

Q　
だ
れ
で
も
利
用
で
き
る
の
か
。

　

６
月
５
日
か
ら
22
日
の
会
期
18
日
で
、
第
２
回
定
例
会
が
開
催
さ
れ

ま
し
た
。
今
期
定
例
会
で
は
、
市
長
提
出
議
案
27
議
案
の
う
ち
２
議
案

が
継
続
審
査
と
な
り
ま
し
た
が
、
ほ
か
の
25
議
案
と
議
員
提
出
議
案
４

議
案
が
可
決（
同
意
を
含
む
）さ
れ
た
ほ
か
、
請
願
１
件
が
趣
旨
採
択
さ

れ
ま
し
た
。
な
お
、
３
月
か
ら
継
続
審
査
と
な
っ
て
い
た
議
員
提
出
議

案（
議
員
定
数
条
例
の
一
部
改
正
）は
否
決
と
な
り
ま
し
た
。

６

月

定

例

会

産
業
労
働
セ
ン
タ
ー
条
例
を
可
決

主
な
議
案
審
議（
本
会
議
）

A　
個
人
事
業
主
や
起
業
家
、市
内

の
事
業
者
、産
業
振
興
・
勤
労
者
の
福

祉
向
上
に
寄
与
す
る
団
体
・
個
人
で

あ
れ
ば
利
用
で
き
る
。登
録
し
た
団

体
は
、６
か
月
前
か
ら
申
請
可
能
。

Q　
減
免
の
対
象
者
は
。

A　
公
共
・
公
益
団
体
が
産
業
・
観
光

振
興
、就
労
支
援
を
目
的
に
行
う
セ
ミ

ナ
ー
、市
民
を
対
象
と
し
た
講
座
、展
示

会
、会
社
説
明
会
な
ど
を
考
え
て
い
る
。

Q　
長
期
間
続
け
て
借
り
ら
れ
る
か
。

A　
一
定
期
間
の
利
用
は
可
能
と
考

え
る
が
、多
く
の
方
に
効
率
よ
く
使

用
し
て
ほ
し
い
。

　

反
対
討
論　

中
川　
　

浩　

議
員

◆
市
民
会
館
条
例
の
一
部
改
正

Q　
指
定
管
理
者
制
度
を
導
入
す
る

こ
と
で
自
主
事
業
は
ど
う
な
る
の
か
。

A　
指
定
管
理
業
者
と
自
主
事
業
の

あ
り
方
も
含
め
協
議
を
行
い
、市
民

サ
ー
ビ
ス
の
向
上
を
維
持
し
て
い
く
。

◆
税
条
例
等
の
一
部
改
正

Q　
長
期
優
良
住
宅
と
は
。

A　
法
に
基
づ
い
て
耐
震
性
、バ
リ

ア
フ
リ
ー
性
、省
エ
ネ
性
な
ど
の
措
置

が
講
じ
ら
れ
た
優
良
な
住
宅
を
い
う
。

Q　
一
般
住
宅
に
比
べ
て
ど
ん
な
特

別
措
置
が
あ
る
の
か
。

A　
メ
リ
ッ
ト
は
、固
定
資
産
税
の

減
額
措
置
の
適
用
期
間
が
２
年
間
延

長
さ
れ
、戸
建
住
宅
で
今
ま
で
３
年

間
が
10
年
間
に
、マ
ン
シ
ョ
ン
な
ど
は

今
ま
で
５
年
間
が
７
年
間
に
な
り
、そ

れ
ぞ
れ
２
分
の
１
が
減
額
さ
れ
る
。

◆
こ
ど
も
医
療
費
支
給
条
例
の
一
部

改
正

Q　
小
規
模
住
居
型
児
童
養
育
事
業

と
は
。

A　
児
童
福
祉
法
の
改
正
に
よ
り
里

親
と
養
護
施
設
の
中
間
に
位
置
づ
け

ら
れ
た
事
業
で
、今
年
４
月
か
ら
創

設
さ
れ
た
も
の
。５
〜
６
人
の
少
人

数
で
の
共
同
生
活
を
通
し
、よ
り
家

庭
に
近
い
環
境
で
養
育
を
行
う
こ
と

で
子
ど
も
の
基
本
的
な
生
活
習
慣
や

豊
か
な
人
間
性
、社
会
性
を
育
む
も
の
。

◆
心
身
障
害
者
医
療
費
支
給
条
例
の

一
部
改
正

Q　
65
歳
に
な
る
と
後
期
高
齢
者
医

療
広
域
連
合
が
、75
歳
に
な
る
と
市

長
が
障
害
を
認
定
す
る
こ
と
に
な
る

が
、こ
の
基
準
は
違
う
も
の
な
の
か
。

A　
障
害
者
手
帳
を
も
と
に
障
害
の

認
定
を
行
う
。後
期
高
齢
者
医
療
広

域
連
合
と
市
長
が
障
害
認
定
す
る
基

準
は
同
じ
で
、改
正
に
よ
る
利
用
者

へ
の
新
た
な
負
担
は
発
生
し
な
い
。

◆
建
築
基
準
法
関
係
事
務
手
数
料
条

例
の
一
部
改
正

Q　
認
定
を
受
け
る
こ
と
で
建
築
主

に
メ
リ
ッ
ト
が
あ
る
の
か
。

A　
所
得
税
、登
録
免
許
税
、不
動
産

取
得
税
、固
定
資
産
税
な
ど
税
制
の

優
遇
措
置
が
適
用
さ
れ
る
。ま
た
、認

定
を
受
け
る
こ
と
で
、性
能
を
強
化

さ
れ
品
質
が
向
上
さ
れ
た
住
宅
の
証

明
に
な
る
の
で
、資
産
価
値
の
向
上

も
大
き
な
メ
リ
ッ
ト
と
考
え
る
。

◆
平
成
21
年
度
介
護
保
険
特
別
会
計

補
正
予
算

　

反
対
討
論　

中
川　
　

浩　

議
員

◆
狭
山
台
南
小
学
校
除
湿
温
度
保
持

工
事（
機
械
設
備
）請
負
契
約
の
締
結

Q　
温
度
保
持
工
事
の
内
容
は
。

A　
各
部
屋
で
の
温
度
調
節
が
可
能

に
な
る
。照
明
機
器
の
交
換
や
イ
ン

タ
ー
ホ
ン
の
設
置
も
同
時
に
行
う
。

6 月
5 日

5 日
17 日
24 日

30 日

第 2 回定例会開会 ( 会期 18
日。22 日閉会 )
基地対策特別委員会
議会運営委員会
津南町との小学生農業体験
交流事業を議長、副議長が
視察（新潟県津南町）
都市競艇組合議会臨時会に
議長出席 ( さいたま市 )

議　会　日　誌

狭
山
市
駅
西
口
駐
車
場
の
設
置
及

び
管
理
に
関
す
る
も
の

産
業
労
働
セ
ン
タ
ー
の
設
置
及
び

管
理
に
関
す
る
も
の

施
設
管
理
に
指
定
管
理
者
制
度
及
び

利
用
料
金
制
度
を
導
入
す
る
も
の

税
制
改
正
で
個
人
市
民
税
、固
定

資
産
税
に
係
る
内
容
の
整
備
を
す

る
も
の

小
規
模
住
居
型
児
童
養
育
事
業
の

創
設
に
伴
い
条
例
の
整
備
を
す
る

も
の

小
規
模
住
居
型
児
童
養
育
事
業
の

創
設
に
伴
い
条
例
の
整
備
を
す
る

も
の

長
期
優
良
住
宅
建
築
等
計
画
の
認

定
等
に
関
す
る
申
請
手
数
料
を
設

定
す
る
も
の

制
度
の
広
報
の
た
め
に
２
２
０
万

円
を
追
加
す
る
も
の
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　昨年、京都議定書の第一約束期
間が始まったが、日本の対策は遅々
として進まず、排出量も伸び続け
ている。一方、年々、気候変動に
よる悪影響が世界各地で顕著にな
っており、このままでは将来世代
に安全な地球環境を引き継げず、
私たち自身の生活の安全や経済活
動の基盤にも深刻な影響が及びか
ねない。
　日本が確実に低炭素社会を構築
するためには、温室効果ガス削減
の中・長期的削減数値目標を設定
し、その目標を達成するための政
策を包括的・統合的に導入・策定し、
実施していく法律が必要である。

「気候保護法（仮称）」の
制定を求める意見書 ( 要旨 )

　今日、世界のなかでは、「核兵器
のない世界」の実現をめざし、核
兵器廃絶に向かう新たな機運が生
まれつつある。こうした時期に行
われた今回の核実験は、そうした
国際的な動きに対する乱暴な挑戦
であり、北東アジアの平和と安定
に対する重大な逆流となるもので
ある。
　本議会は、北朝鮮の核実験強行
に厳しく抗議するとともに、北朝
鮮がこれ以上の核実験を厳に慎み、
核兵器および核兵器開発計画を放
棄すること、無条件に六か国協議
に復帰することを強く求めるもの
である。

北朝鮮の核実験に

抗議する決議 ( 要旨 )

　　基地関係市町村は、世界的な経済危機に伴う大幅な
税収減や、基地所在に伴う特殊な財政需要の増大等によ
り大変厳しい財政状況にある。また、自衛隊等の行為又
は防衛施設の設置・運用により生ずる障害の防止・軽減
のため国の責任において基地周辺対策事業が実施されて
いる。

記

1. 基地交付金及び調整交付金については、今年度は固定
資産税の評価替えの年度にあたるため、これまで 3 年
ごとに増額されている経緯を十分踏まえ、平成 22 年度
予算において増額するとともに、基地交付金の対象資
産を拡大すること。

2. 基地周辺対策経費の所要額を確保するとともに、各事
業の補助対象施設及び範囲を拡大すること。特に、特
定防衛施設周辺整備調整交付金については、これまで
の経緯を踏まえ平成 22 年度予算において増額すること。

基地対策予算の増額等を求める意見書 ( 要旨 )

　日本社会が構造的に変動する中で、労働環境にも大き
な変化が押し寄せ、働くことに困難を抱える人々の増大
が社会問題となっている。
　雇用・労働の問題と地域活性化の問題は一体であり、
働く機会が得られないことで労働環境の問題は深刻さを
増し、「ワーキングプア」「ネットカフェ難民」など新た
な貧困が広まっている。
　一方、様々な非営利団体が、地域の課題を地域住民自
らが解決することを目指し、事業展開している。このひ
とつである「協同労働の協同組合」は働くことを通じて、
人と人とのつながりを取り戻し、コミュニティの再生を
めざす活動を続けている。しかし、「協同労働の協同組合」
には法的根拠がなく、社会的理解が不十分であり、団体
としての活動に制限があることや、社会保障の負担が働
く個人にかかるなどの問題がある。
　よって、国において「協同労働の協同組合法」を早期
に制定するよう要望する。

「協同労働の協同組合法」の
早期制定を求める意見書 ( 要旨 )

議
員
提
出
議
案

請　
　
　

願

◆｢

所
得
税
法
第
56
条
の
廃
止
を
求

め
る
意
見
書｣

提
出
に
関
す
る
請
願

（
第
１
号
）　

請
願
者
数　

１
千
２
７

４
人

◆
基
地
対
策
予
算
の
増
額
等
を
求
め

る
意
見
書
の
提
出
に
つ
い
て（
第
９

号
）

　

提
出
者　
　

田
村　

秀
二　

議
員

◆
北
朝
鮮
の
核
実
験
に
抗
議
す
る
決

議
に
つ
い
て（
第
10
号
）

　

提
出
者　
　

田
村　

秀
二　

議
員

◆「
協
同
労
働
の
協
同
組
合
法
」の
早

期
制
定
を
求
め
る
意
見
書
の
提
出
に

つ
い
て（
第
11
号
）

　

提
出
者　
　

磯
野　

和
夫　

議
員

◆
「
気
候
保
護
法(

仮
称)

」の
制
定
を

求
め
る
意
見
書
の
提
出
に
つ
い
て

（
第
12
号
）

　

提
出
者　
　

町
田　

昌
弘　

議
員

 

そ　

の　

ほ　

か　

の　

議　

案　

◆
監
査
委
員
の
選
任
（
増
田
万
吉
氏
）

◆
自
転
車
駐
車
場
条
例
（
継
続
審
査
）

◆
市
民
健
康
文
化
セ
ン
タ
ー
条
例
の
一
部
改
正

◆
公
益
的
法
人
等
へ
の
職
員
の
派
遣
等
に
関
す
る
条
例
の
一
部
改
正

◆
学
校
給
食
セ
ン
タ
ー
設
置
及
び
管
理
条
例
の
一
部
改
正

◆
ひ
と
り
親
家
庭
等
医
療
費
支
給
条
例
の
一
部
改
正

◆
字
の
区
域
を
変
更
す
る
こ
と
に
つ
い
て

◆
市
道
路
線
の
認
定
（
６
件
）、
廃
止
（
３
件
）

◆
西
中
学
校
耐
震
補
強
工
事
（
第
１
期
）
請
負
契
約
の
締
結

◆
南
小
学
校
除
湿
温
度
保
持
工
事
（
機
械
設
備
）
請
負
契
約
の
締
結
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